
Title Walras経済学の伝統とMarshall経済学の展開
Sub Title The development of Marshallian economics within the Walrasian framework of

economics
Author 川俣, 雅弘

Publisher 慶應義塾経済学会
Publication year 1991

Jtitle 三田学会雑誌 (Keio journal of economics). Vol.84, No.1 (1991. 4) ,p.46- 63 
JaLC DOI 10.14991/001.19910401-0046
Abstract
Notes 小特集 : アルフレッド・マーシャル「経済学原理」刊行100年
Genre Journal Article
URL https://koara.lib.keio.ac.jp/xoonips/modules/xoonips/detail.php?koara_id=AN00234

610-19910401-0046

慶應義塾大学学術情報リポジトリ(KOARA)に掲載されているコンテンツの著作権は、それぞれの著作者、学会または出版社/発行者に帰属し、その
権利は著作権法によって保護されています。引用にあたっては、著作権法を遵守してご利用ください。

The copyrights of content available on the KeiO Associated Repository of Academic resources (KOARA) belong to the respective authors, academic
societies, or publishers/issuers, and these rights are protected by the Japanese Copyright Act. When quoting the content, please follow the
Japanese copyright act.

Powered by TCPDF (www.tcpdf.org)

http://www.tcpdf.org


「三田学会雑誌」84卷 1号 （1991年 4 月）

Walras経済学の伝統とMarshall経済学の展開

川 俣 雅 弘

1 序

ある研究が経済理論に対する貢献として評価されるのは，その研究が現代において有用な経済理

論に対して何らかの方法によって貢献しているからである。 M a r s h a l lの経済学が独創的であり，

現代の経済理論に対して広範な影響を及ぼしていることは疑いない。 しかし， M a r s h a l lのオリジ

ナルの理論は特殊な経済環境に基づき，最も独創的な分析が矛盾を含むから，かれの独創性を活か

すためには何らかの解釈を施すことによって形式的に無矛盾な理論を再構成しなければならない。

このことは， 現在の理論の観点からは， M a r s h a l lのオリジナルの理論というものは存在しないこ 
⑴

とを意味している。

M a r s h a l lの経済学は， W a l r a sの経済学と比較することにより， 2 つの接近方法によって研究

されている。第 1 の接近方法は，W a l r a sの一般均衡理論と比較してM a r s h a l lの独創性を強調し，

M a r s h a l l独自の理論を再構成しようとする。 第 2 の接近方法は， W a l r a sの一般均衡理論に基づ

い て M a r s h a l lの理論を再構成しようとする。M a r s h a l lの経済学は， 部分均衡分析に基づいてい

るため一般均衡分析と比較して特殊な経済環境を仮定している。 また，完全競争市場における収

穫通増産業に関する部分均衡分析は矛盾を含んでいる。 したがって， M a r s h a l lのヴィジ3 ンを

W a l r a sの一般均衡理論に基づいて再構成するためにはM a r s h a l lのオリジナルのヴィジ ョ ンに適

当な解釈を施す必要がある。その結果，再構成されたM a r s h a l lの理論はオリジナルのヴィジ3 ン

とは異なる。これが第1 の接近方法を採用する理由である。 ところが， M a r s h a l lの独創性を反映

して独自の理論を再構成しようとする試みは， M a r s h a l lの原文における独創的なヴィジ3 ンの遂

語的解説にとどまり，無矛盾な公理系とその公理系に基づいて証明された定理によって表現された

形式体系を構成するには至っていない。これが第2 の接近方法を採用する理由である。

D e b re u ((1959), p .x )が指摘しているように， ある経済理論がすべての研究者によって理解され

応用されるためには，その理論は公理系とその公理系に基づいて証明される定理によって表現され

る形式体系およびその形式体系の解釈によって記述されなければならない。 したがって，M arshall
注 〔1 ) M a rs h a llの収穫通増の法則にしたがう産業の研究については， かれの主張を証明するような無矛 

盾な公理系を原文から直接読み取ることはできない。われわれは，このことから，M a rs h a llのオリ 

ジナルの理論は存在しないと判断する。そこで，原文に記述されているかれの経済事象に関する経験 

的命題の集合をヴィジョンと呼ぶ。



の経済学の展開として意味があるのは，第 2 の接近方法に基づいて再構成された理論の展開である。

M a r s h a l lの経済ヴィジョンは， H ic k s  (1 9 3 9 )が示唆しているように，W a l r a s の一般均衡理論 

に基づいて再構成されている。そこで，われわれは， W a l r a s の一般均衡理論に基づいて再構成さ 

れ た M a r s h a l lの経済理論においてどの部分がM a r s h a l lのオリジナルのヴィジ3 ンに帰属させる 

ことができるかを検討することによりM a r s h a l lの貢献を評価する。ところが， M a r s h a l lの経済 

ヴィジョンの影響は広範囲にわたるため，そのすベての影響を検討することは不可能である.そこ 

で， M a r s h a l lの経済ヴィジ3 ンの影響を公共経済学の分野として知られている主題に貢献してい 

る部分に制限することにする。

M a r s h a l lの経済学は個々の分野においても形式的な理論のレヴ:n ルにおいて建設的な貢献をし 

ている。 しかし， M a r s h a l lの独創的な経済ヴィジョンはオリジナルのヴィジョンを逸脱して展開 

されているから，かれの貢献は形式的な理論の特徴づけとしてではなく，より抽象的な理論展開の 

指針としての特徴づけとして表現することになる。公共経済学の分野におけるM a r s h a l lの貢献は， 

厚生経済学の基本定理が成立しないような経済環境の存在を指摘することにより，完全競争市場メ 

力ニズムの限界と経済政策の必要性を示唆したことである。

2 経済理論の構成と経済理論に対する貢献

W a l r a sの経済理論は， W a l r a sが構成したオリジナルの経済理論を形式的に洗練することによ 

って展開された。したがって，現在の一般均衡理論のどの部分がW a lr a sの貢献に帰属するかは明 

らかであるから，W a l r a sの貢献を評価することは比較的容易である。 しかし，過去の研究者が構 

成した理論のすべてを評価することができるとは限らない。過去の理論の現在の理論に対する貢献 

を評価するときには，最小限の情報として，過去の理論かどのような理論であり，現在の理論かど 

のような理論であるかということを特徴づける必要がある。 ところが， M a r s h a l lの理論がどのよ 

うな理論であるかを恣意的な解釈を施さずに特徴づけることは不可能であるから， M a r s h a l lの貢 

献を評価することは困難である。

2 - 1 経済理論の構成

ある研究者が独創的な理論を構成したということは，第 3 者の研究者によってその研究者が独創 

的な命題を含む理論を構成したことが観察されることである。ある研究者が独創的な理論を構成し 

たと主張しても，その主張は経験的には無意味である。実際にそのことが経験によって観察された 

ときにのみ，その研究者の主張が妥当であることが確認される。 したがって，すべての研究者は， 

理論を構成することと同じように， 理論を表現し第3 者の研究者に伝達することが必要である。 

すべての理論は， 一般にさまざまな言語（日本語，英語，仏語，独語，伊語，……，数学，F irst Order 
Language (Shoenfield (1967)， p. 4 1 ) )を媒介として表現され，f第 3 者に伝達される。 したがって，



任意の研究者の理論は，第 3 者の研究者によってその理論の表現を媒介とする第3 者の解釈として

認識される。

ある研究者4 の経済理論Ta の表現 TX T a を所与として，第 3 者の研究者が研究者 4̂が経済理
( 2 )

論れを構成したことを確認する場合を考察する。 いま， ア尤：̂を解釈する研究者がゾ人いると

して，かれらを指標フ'£ { 1 ，… …，ハ によって表す。任意の研究者y の T X T a の解釈をムプによ

って表す。このとき，すべての研究者の解釈が同一であるか，他の研究者の解釈と異なる解釈が存

在するか，いずれかである。すべての研究者のT X T a の解釈 L u が同一であるならば，解 釈 I幻
は Ta であると見なされる。

しかし，経済学史の研究においてしばしば問題になるように，それぞれの研究者のオリジナルの

理論の表現T X T a に対する解釈が異なるならば，それらのうちのどの解釈がTa であるかを決定

することはできない。研究者 4̂ が構成したと主張する理論が確かに研究者 4̂が構成した理論で

あることを確かめるためには，すべての第3 者の研究者によってその理論の著作権が研究者A
に帰属することが認められなければならない。ところが，そ の 理 論 の 表 現 の 解 釈 が 研 究 者 に

# って異なるならば，理 論 ：̂ の著作権を研究者A に帰属させることはできない。任意の研究者 z'，
e { l , ……，ゾ} の ： の解釈をム# ムプとすると，それぞれム i は研究者 / にとって TA であ

り，h j は研究者フ_にとって：7 ^ である。したがって，研究者 i は，研究者 j の解釈 IA jは研究者

A のオリジナルの理論Ta ではないから，I a j の著作権は研究者フ• に帰属すると判断する。また，

研 究 者 は ，研究者 i の解釈ム i は研究者 4̂ のオリジナルの理論T a ではないから，IAiの著作権

は研究者に帰属すると判断する。このように，第 3 者の理論の表現 7 ^ 7 ^ に対する解釈が異な

るときには，任意の第3 者の解釈は，他の第3 者の研究者のそれぞれの立場から，オリジナルの理

論に存在しない解釈を施していると判断される。

このように，ある研究者が経済理論を構成するということ，すなわちある研究者が自分で構成し

た理論の著作権が自分に帰属するように理論を表現するということは，すべての第3 者の研究者の

間で解釈が同一になるように理論を表現するということである。

すべての第3 者の研究者の間で解釈が同一になるように理論を正確に表現するためには，論理に

基づいて理論を構成する。 S ho enfie ld  (1967) によれば，理論は次のように特徴づけられる。 理論

は言語および言語によって表現される式によって記述される。言語は定義されない概念である基礎
( 4 )

概念と基礎概念から定義される派生概念によって構成される。式は言語によって表現される意味を

注 （2 ) すべての第3 者の研究者は論理に基づいて考察するという意味において合理的であるとする。

( 3 ) 実際には，複数の解釈が可能であるような理論の表現が存在する。ある理論の表現に対して複数の 

解釈が存在するときには，すべての第3 者の研究者の間において，その理論の表現に対して複数の解 

釈が存在することについて見解が一致すれぱよい。

実際には，ひとつの理論の表現に対していくつかの解釈が存在し，そのうちのある解釈が多数の研 

究者によって支持されることにより定説として受け入れられる。

( 4 ) 言語を基礎概念と派生概念によって表現するのは古典的な公理系の考え方であり，厳密には理論は 

First Oder Language (Shoenfield ( 1 9 6 7 ) )によって表現される。



もつ文章である。理論は証明されなL、式である公理と公理から推論規則によって証明される式であ

る定理から構成される。公理の集まりを公理系という。公理系は無矛盾でなければならない。それ

それの公理が妥当であり，定理が公理系から推論規則によって導出されるならば，その定理は妥当
(5 )

である。定理は公理系に基づいて証明されなければならない。

こうして，われわれは，ある研究者が理論を構成するということは，無矛盾な公理系とその公理 

系に基づいて証明された定理から構成される形式体系およびその形式体系のモデルあるいは解釈に 

よって理論を表現することを意味する， と考えることにする。このように表現された理論は，解釈 

がー意に定まると考えることができる。実際，D e b reu  (1 9 5 9 )の 『価値の理論』は理論を無矛盾な 

公理系とその公理系に基づいて証明された定理から構成される形式体系とその形式体系の解釈によ 

って表現されているが，D e b r e u の理論の解釈が異なることはない。

経済理論を論理に基づいて精確に表現することは， 経済理論の発展にとって決定的である。 

S c h u m p e te r  ((1954)，第 1章）が指摘しているように，経済理論が経済分析のための道具箱であるな 

らば，その道具箱の中の分析道具はすべての経済学の研究者が理解し，活用することができなけれ 

ばならない。そのために，理論を形式体系とその解釈によって記述することが重要である。経済学 

を含むすべての科学において，歴史に残るような重要な分析道具を発見することはいつでも誰にで 

もできるというような仕事ではない。経済学に対する傑出した貢献も，ごく稀に，才能に恵まれた 

個人によってのみ生み出される。人類は，知識においては常に古い世代を超えているが，知性にお 

いても進化しているとは考えられない。たとえ人類が知的に進化しているとしても，科学の発展を 

人類の知的進化に求めることはできないであろう。むしろ，科学は過去の天才の知性を科学的表現 

によって知識として蓄積することによって発展する。人類の大多数は凡人であり，凡人が知性にお 

いて天才を超越することは決してない。人類は，過去の天才の貢献をすべての凡人が理解すること 

ができるように表現し，現在の凡人が過去の天才を知識において超越することにより，科学におい 

て進歩するのである。このように，経済理論をすべての研究者が理解し活用することができるよう 

に形式体系とその解釈により記述することが，過去の天才の知性を現在の凡人の知識として蓄積す 

るために必要である。

2- 2 学史研究における過去の理論の解釈に関する問題

経済学史の研究においては，ある過去の研究者が構成した経済理論はしばしば不十分であるので，： 

過去の理論を解釈することは困難である。過去の研究者が構成した理論には，その理論の形式体系

注 （5 ) ある理論を公理系によって表現することは，その理論は公理系から推論規則によって導出されるす 

ベての定理を含むことを意味する。しかし，われわれは，ある研究者の理論を指定するときには，そ 

の研究者の理論を表現する公理系とその公理系からその研究者およびかれ以前の研究者によって証明 

された定理だけを含むと考える。

新しい兮理系を構成することは革命的な業績であり，一般的には研究者の貢献は既存の公理系を拡 

張あるいは一般化することにより，新しい定理を導出することにある。このような貢献を評価するた 

めにはそれぞれの定理がどの研究者によって証明されたかを明らかにしなければならない。



において公理系が無矛盾ではないことや定理が公理系に基づいて証明されないことがある。ところ

が，理論の形式体系において，公理系に矛盾が存在するならば，如何なる研究者もその公理系を再 

構成しないで理解することはできない。また，定理が公理系に基づいて証明されないならば，その 

定理に基づいて主張される貢献を評価することはできない。逆に，オリジナルの理論が含む矛盾を 

削除あるいは改訂するために，あるいは公理系に基づいて証明されない定理を証明するために公理 

系が再構成された理論は，オリジナルの理論とは異なり，オリジナルの理論を解釈する研究者の貢 

献を含むことになる。このことに，経済学史研究者のジレンマが存在する。

しかし，科学のすべての分野において，論理を逸脱した議論を理解することは不可能である。矛 

盾を含む公理系や公理系に基づいて証明されない定理を理解することはできない。したがって，経 

済学史研究者は，たとえ無矛盾な公理系とその公理系に基づいて証明される定理によって表現され 

る形式体系として再構成された理論がオリジナルの理論ではないとしても，適当なルールに基づい 

て再構成された無矛盾な公理系およびその公理系に基づいて証明された定理によってオリジナルの 

理論を特徴づけることにより過去の理論を理解せざるを得ない。

実際には，オリジナルの理論を表現した原文が曖昧で現代の理論の観点からは不完全な理論でも， 

解 釈 （再構成された理論）がー意であるならば， その解釈すなわち再構成された理論をオリジナルの 

理論と同一視することができる。たとえば，W a l r a s の消費，生産および交換の一般均衡理論は， 

消費者，生産者および消費者によって私有される財の資源から構成される経済とその私有経済の均 

衡すなわち

i W a ' ) 所与の価格に対して，すべての消費者は所得の制約のもとで効用を最大にするように消

費を選択する（W alras (1926)，第8 講)。

所与の価格に対して，すべての生産者は生産技術の制約のもとで利潤を最大にするよう

に生産を選択する（W alras ( 1 9 2 6 ) ,第36講)。

( W r ' ) すべての財について，消費一資源= 生産である（W alras (1926)，第20講)。

を満足する消費，生産および価格体系によって記述されること；W a lra sは一般均衡が存在すること

を未知数である価格の数と需給均衡方程式の数が一致することと同一視しているが（W alras (1926),
第20講)，これは必ずしも正しくないこと；W a l r a s の一般均衡の安定性の十分条件は粗代替行列が

優対角性をもつことに酷似していること（Walras (1926)，第21講） などは W a l r a sの原文から誰で
( 7 )

も容易に読み取ることができる。

経済学史の研究においてある過去の研究者が構成した理論を評価するということは，その研究者 

が経済理論の構成にどのように貢献しているかという事実を明らかにすることである。 M arshall

注 （6 ) これは原文における形式的な表現に関する認識であり，原文の行間を読み取るというような読み込 

みは考慮していない。たとえば，暗黙の仮定を導入することによりオリジナルの理論を無矛盾な公理 

系およびその公理系から証明された定理の組合せとして解釈することは考慮しない。

( 7 ) 超過需要の粗代替項行列の優対角性がW a lra sのオリジナルの一般均衡の安定性の条件と似ている 

ことはArrow, Block and Hurwicz ((1959), p. 1 0 6 )によって指摘されている。



の貢献を評価するためには， M a r s h a l lの経済理論はどのような理論であるか， かれの経済理論は

どのように展開され，現在の経済理論の構成にどのように貢献しているかについて検討しなければ 

ならない。 ところが， M arshall ((1920)，p. 3 1 5 )が自ら指摘しているように，かれのヴィジョンの 

うち最も独創的な完全競争市場における収穫通増の法則にしたがう産業に関する部分均衡分析は矛 

盾を含んでいる。 したがって， M a r s h a l lのヴィジョンを理解するためにはそれを再構成しなけれ 

ばならない。 ところが， M a r s h a l lのヴィジョンを再構成することはそれを再構成する研究者の貢 

献を含むことになるから，再構成された理論をM a rs h a llのヴィジョンと同一視することは歴史的 

事実を歪曲することになる。 したがって， M a r s h a l lの貢献を評価するための手がかりは，それが 

M a rs h a llのヴィジョンを正確に反映しているか否かにかかわらず，M a rs h a llのヴィジョンがどの 

ように再構成され，現在の理論にどのように貢献しているかということだけである。われわれは， 

M a r s h a l lの経済ヴィジョンに基づいて再構成された理論の展開を歴史的事実として認識し，現在 

の経済理論の意義をM a r s h a l lに帰属させることによりM a r s h a l lの貢献を評価する。

3 M a r s h a l lの経済ヴイジョンの展開

M a r s h a l lの経済学は，H icks (1 9 3 9 )が示唆したように， W a l r a sの一般均衡理論に基づいて再 

構成された。M a r s h a l lの経済学とW a l r a sの経済学はどちらも完全競争市場の理論であり多くの 

共通部分をもつが，それらの共通部分はW a lr a sの一般均衡理論に包摂されている。現代的観点か 

らは，M a r s h a l lの経済学の意義はW a l r a sの経済学に直接包摂されない部分にある。われわれは， 

M a r s h a l lの独創的な経済ヴィジョンがW a l r a sの経済理論に基づいてどのように再構成されてい 

るかについて考察することにより，M a r s h a l lの貢献を評価する。

われわれは， M a r s h a l lの 『経済学原理』の第5 編， とくに，完全競争市場の定義に関する第1 
章，完全競争市場均衡の定義と均衡の安定性に関する第3 章，期間の長さに基づく完全競争市場均 

衡の定義とその分類に関する第5 章，長期において収穫通増の法則が現れる場合の完全競争市場均 

衡に関する第12章と付録" ，および長期の完全競争市場均衡における最適課税•補助金体系に関す 

る第13章において記述されている理論，そしてそれらの展開について考察する。

3 - 1 完全競争市場の理論

M a r s h a l lは，完全競争市場および完全競争市場均衡について， 現実の解釈に対する多くの配慮 

を施しているから，それらの概念はW a l r a sの概念とは異なると解釈することもできる。 しかし， 

部分的にではあるが形式的に定式化されたかれの数学的付録を参照するかぎり， M a r s h a l lの完全 

競争市場および完全競争市場均衡に関する概念はW a lr a sの一般均衡理論に基づいて再構成するこ 

とができる。

M a r s h a l lの完全競争市場の理論は部分均衡分析に基づいている。 M a rs h a ll  ((1920)，第5 編第3



章）は，部分均衡分析の枠組みを構成するために， 需要関数と供給関数に基づく需要と供給の均等

によって完全競争市場均衡を定義するのではなく，特殊な経済環境に基づいて逆需要関数および逆
( 8 )

供給関数を導出し，それらに基づく需要価格と供給価格の均等によって完全競争市場均衡を定義し

ている。また，完全競争市場均衡の安定性は，価格調整に基づく超過需要（三需要一供給）の調整に
(9)

よってではなく，数量調整に基づく需要価格と供給価格の差の調整によって定義されている。

M a r s h a l lの経済理論を特徴づける， これらの部分均衡分析のための概念は， 一般均衡分析に直 

接拡張することができない。そのために，M a r s h a l lの部分均衡理論はW a l r a sの一般均衡理論の 

特殊な場合であるという認識に基づいて，一般均衡分析の枠組みに拡張されたM a rs h a llの理論は 

実質的に W a lra sの理論と同一視されている。したがって，これらのM a rs h a llの理論を特徴づけ 

る分析概念は，完全競争市場の一般均衡分析においては利用されていない。

W a l r a sの一般均衡分析に基づいて再構成されたM a r s h a l lの理論において有効である概念は， 

期間による均衡の分類である。完全競争均衡において成立する価格は，期間の長さに依存して，市 

場価格，短期 • 長期 • 超長期の正常価格の4 つに分類される（M arshall (1920)，pp. 314-315)。 これ 

らの期間は，資本あるいは組織の調整に対応する生産技術の特徴にしたがって分類される。財はが 

個あり，丑番目の財が資本であるとする。 生産集合 F C / ? 〃は，不活動の可能性すなわち 

を満たすとすると，収穫法則は生産集合の性質によって特徴づけられる。

市場価格の理論は超短期の理論であり，「供給は対象としている商品の手持ちのストックあるい 

はとにかく「現存している」ストックの意味にとられる」から，供給は一定である。 したがって， 

市場価格の理論は，生 産 が 資 源 に 等 し い よ う な す な わ ち y = 0 iを満足する完全 

競争市場の理論である。

短期の正常価格の理論においては，「供給は当該価格のもとで人的および物的なものを含めてあ

るときに現存している工場のストックをもって生産できるものをひろく意味する」。したがって，短

期の正常価格の理論においては，資本ストッ クが固定されているため収穫通減の法則が支配的であ

り，生産集合y e / ? 11—1 は凸である。実際，「この法則（収穫通減の法則）は，長期的には収穫通増の

傾向にしたがうような産業に関しても， 短期に関する限りほとんど普遍的にあてはまる（M arshall
(1920)，p. 372) J o このときには，完全競争市場均衡において準地代として利潤が生じ， 生産者:/の

利潤りは持株比率にしたがって（知 / が株主 i に配当として分配される。 したがって，
( 10)

M a r s h a l lの短期の理論はたとえばD e b reu  (1 9 5 9 )の理論に基づいて解釈される。

注 （8 )  M a rsh a llの実質費用の概念はW a lra sや A u s tr ia学派の機会費用の概念と異なる。 しかし， 

Marshall (1920) の数学的付録ノ一 トX I V によれば，実質費用も機会費用と同じように費用最小化 

から導出される。実質費用と機会費用の相違は，R o b b in s(1 9 3 4 )が指摘しているように，W alrasの 
理論においてはすべての財の資源が所与であるのに対し，M a rsh a llのヴィジョンにおいては超長期 

においてすべての財は労働によって再生産される財であり，本源的生産要素は労働のみであるから費 

用を労働によって測定することができるということである。

( 9 )  M a rsh a llの数量調整のアイデアは経済計画の理論において利用されている。

( 1 0 ) ここでは，分析用具に関するテクニカルな発展を無視している。



長期の正常価格の理論におV、ては，「工場自体が費用を回収するかたちで建設されしかも与えら

れた期間内に操業できる，こういう工場によって生産することができるものを意味する」。M a rsh a ll
は長期においてどのような収穫法則が支配的であるかについて明確には述べていない。 しかし，時

間要素が作用するのは超長期においてであり，長期においては時間要素が作用しないような定常状

態を想定するのが適当であろう。このときには，収穫不変の法則が支配的であり（M a rsh a ll(1920)，
第5 編第5 章第3 節)， 生産集合 F c i ? 丑は凸錐である。したがって，M a r s h a l lの長期の理論はた

⑴）
とえばM cK en z ie  (1 9 5 9 )の理論に基づいて解釈される。

明らかに，市場価格の理論においては価格は需要要因によって決定され，長期の正常価格の理論

においては価格は供給要因によって決定される。 M a r s h a l lは， この命題を「われわれが考察する

期間が短いほど需要が価値に及ぼす影響がより重視されなければならないし，期間が長いほど生産

費用が価値に及ぼす影響がより重要であると結論することができる（Marshall ( 1 9 2 0 ) ,第5 編第3章 
( 12)

第 7 節)」 と表現している。

超長期の正常価格の理論においては，r 知識•人口および資本の漸次的な成長と世代から世代へ 

わたっての需給状態の変化によってもたらされる」。このときには， 生産活動は， 収穫通増の法則 

にしたがい，生産集合は非凸である。収穫通増の法則にしたがう産業に関する分析は， W a l r a s の 

一般均衡理論の枠組みにおいてさまざまな理論の展開をもたらしている。

3 - 2 外部性

M a rs h a ll  ((1920)，第5 編第12章；付録/ / ) によれば， 代表的企業は， 超長期において「その企業 

が属している産業の集計的規模に関連して内部経済および外部経済をかなり享受する」， したがっ 

て収穫通増の法則にしたがう。収穫通増の法則は生産集合の非凸性を意味するから， M a r s h a l lの 

オリジナルの外部性は，生産集合を非凸にするような市場を経由しない経済主体の相互間の影響を 

意味している。ところが，非凸の生産集合のもとでの利潤最大化問題は解をもつとはかぎらない。 

そのために，費用論争においては，完全競争市場に基づいて収穫通増の法則にしたがう産業を分析 

することが疑問視された。

P ig o u  (1927，1 9 2 8 )は，任意の産業において，それぞれの生産者は凸の生産集合のもとで利潤を 

最大にするように投入と産出を選択し，産業内で生産者が相互に外部経済効果を及ぼすことにより，

ご.注 （11) M a rsh a llのオリジナルの部分均衡理論においては，生産技術は結合生産を含まず，本源的生産要 

素は労働のみであるから，生産関数が一次同次であるならば非代替定理（Samuelson (1951))が成立 

する。

( 1 2 ) この命題は，供給の価格弾力性が0 であるときには需要関数の変化が価格を変化させる，供給の価 

格弾力性が~ であるときには非代替定理が成立し，需要関数に依存せずに供給関数によって価格が決 

定されることを述べている。ゲーム理論を知る研究者はこの命題を消費者と生産者のバーゲニンダ• 
パワーに基づいて解釈するかも知れない。もちろん，このような解釈に基づく理論は解釈する研究者 

に著作権が帰属するが，著作権の帰属に関する曖昧さを避けるためには定理のより形式的な表現が必 

要である。



産業全体の生産集合が非凸になるような経済環境においては，完全競争市場に基づいて収穫通増の 

法則にしたがう産業を分析することができることを示唆した。

Pigou (1 9 3 2 )は，私的限界生産物と社会的限界生産物の乖離によって外部性を特徴づけている。 

現在外部性を意味する概念として用いられている技術的外部性は， Meade (1952) によって分析さ 

れ Scitovsky (1954 )によって定義された概念であるが，生産集合の特徴に関わりなく，市場を経由 

しないで経済主体相互間において影響を及ぼし合うすべての効果を意味している。

P ig o u  (1927, 1 9 2 8 )が示唆しているように，適当な外部性が存在するならば産業の収穫遁増の法 

則は完全競争市場均衡の存在と両立する。実際，外部性の変数を除くそれぞれの生産者の選択変数 

に関して生産集合が凸性を満足するならば， P a r e t o 最適でないような完全競争市場均衡の存在は 

容易に証明することができる（Laffont (1988)，pp_ 27-28)。このときの外部性は次のような例によっ 

て示される。生産者 1 と生産者2 から構成される産業においてそれぞれの生産者は財2 を投入して 

財 ？/ を産出するとする。それぞれの生産者の生産関数は

Vl =  2z2 V Zl > V2 =  2 z i ■yjZi 

によって表されるとすると，それぞれ？/ i はゐについて，y 2 は 2 2 について凹関数である。 した 

がって，それぞれの生産者について生産者均衡が存在し， 完全競争市場均衡は存在する（Laffont 
(1988)，pp. 12-14)。このとき，産業の生産集合は

{(y, z ) \ y  =  2z2a/zi + 2zi ^ 22 > 2= ^ 1+221

であるから，投入の制約2 = ゐ+ 2 2 のもとで産出2/= 2 2 2^^7+ 2ゐ を 最 大 に す る よ う な 投 入  

(2i，2：2 ) を求めることにより，産業の生産関数

_

が得られる。 したがって，この産業の生産集合は非凸であり，この産業は収穫通増の法則にしたが

5 o
外部性をW a l r a sの経済理論の枠組みで分析するためには，生産者の生産技術の制約のもとでの 

利潤最大化の問題が解をもつことが必要である。そのためには，それぞれの生産者の生産集合は， 

ある種の凸性を満足しなければならない。 W a l r a s の一般均衡理論において，産業の生産集合を非 

凸にするようなM a r s h a l lの外部性は，外部性に関する変数を除くそれぞれの生産者の選択変数に 

ついて生産集合が凸であり，産業全体で外部性が享受されることにより産業の生産集合が非凸にな 

るような概念として特徴づけられている。

しかし，この解釈においては，外部性が存在するときの完全競争市場の均衡はP a r e t o 最適であ 

るとはかぎらない。 P a r e t o 最適でない完全競争市場均衡においては， 産業全体として投入の制約 

のもとで産出を最大にするような投入を選択していないから，産業は外部経済性を十分に享受して 

いない。 したがって，一般的には，この解釈は，超長期においては外部経済性の利益を享受すると

い う M a rsh a ll  ((1920)，p .3 1 8 )のオリジナルの経済ヴィジョンを反映しているとはかぎらない。



3-3 Pigou 税と Ramsey Rule
M a rsh a ll  ((1 9 2 0 ) ,第5 編第13章）は，収穫通増の法則にしたがう産業に補助金を与え，収穫通減 

の法則にしたがう産業に課税することにより，すべての市場の余剰の総和として定義される社会的 

厚生関数を最大にするような最適配分を達成することができることを指摘している。 M a r s h a l lの 

課税 • 補助金の理論は，たとえばO san a  (1 9 7 7 )によってW a l r a s の一般均衡分析の枠組みにおい 

て定式化されている。O s a n aは，外部性を表す変数を除くそれぞれの経済主体の選択変数に関して 

選好および生産技術が凸であるような経済環境において， P a r e t o 最適を達成するような課税.補 

助金体系の存在を証明している。ただし，O s a n a の解釈は一般的すぎるために最適課税•補助金体 

系 を M a r s h a l lのオリジナルの特徴づけのように詳細に特徴づけることができない。

外部性が存在するときの最適課税•補助金体系の特徴づけはPigou (1932)， Kahn (1935) らの 

先駆的業績を経て，一般均衡理論の枠組みに拡張されている。P i g o u は，部分均衡分析の枠組みに 

おいて，課税•補助金のいずれによっても同一のP a r e to最適が達成されることを証明している。 

しかし，一般均衡分析の枠組みにおいては，課税•補助金のいずれによってもP areto最適が達成さ 

れることは証明されるが，それらが同一の資源配分を達成するという命題は所得分配効果が存在す 

るために成立しない。課税 •補助金は生産者の利潤したがって生産者から消費者に支払われる配当 

を変化させる。 したがって，消費者の所得が変化するために消費が変化するから，均衡も変化する。

—般均衡分析の枠組みにおける最適課税• 補助金体系は，たとえば，L affo n t ((1988)，pp. 19-23) 
によって特徴づけられている。 最適課税 • 補助金体系は，課税および補助金を含む価格が；P a re to  
最適において評価される外部性の限界的効果に等しくなるように設定される。このような課税•補 

助金政策は，外部性が観察可能であり測定することができることを前提にしている。 ところが，実 

際には，外部性を正確に測定することは不可能であるか，外部性を測定するための情報コストが非 

常に大きいために，課税 • 補助金政策の実施は困難である。

最適間接税の理論は，P ig o uが示唆した問題をRam sey!が解くことにより構成された。P ig o u が 

R a m s e yに示唆した問題は，一定額以上の税収を得るという制約条件のもとで個人の効用を最大に 

するような間接税の体系を特徴づけることである。R am sey (1 9 2 7 )は，凸性を満たす経済環境にお 

いて最適間接税率に関する一般的規則R am sey R u l e を構成した。R am sey  R u l e は，経済環境の 

適当な特定化のもとですベての財について最適間接税率は需要の価格弾力性の逆数と供給の価格弾 

力性の逆数の和に比例する， と表現される。 Diam ond (1 9 7 5 )は， R am sey R u l e を多数の個人に 

よって構成される経済に拡張している。また，Feldste in  (1 9 7 2 )は，所得分配に関する特性関数を 

導入することにより，間接税の効率性と所得分配に関する公平性はトレ一ド•オフの関係にあるこ 

とを指摘している。これらの理論は最適間接税の理論の核心を構成している（Atkinson and Stiglitz 
(1980)，第12章)。

W a l r a sの一般均衡理論の枠組みにおいてM a r s h a l lの経済ヴィジョンを定式化する以上，一般 

均衡の存在を保証するために経済環境に関する何らかの凸性を十分条件として仮定しなければなら



な い （Debreu (1 9 5 9 ) ,第5 章)。また， 最適問題に関する理論はK u h n = T u c k e rの同値定理（Berge 
(1965)，p. 2 4 2 )と形式的に同一の理論である。 したがって，最適問題は凸性を満足する経済環境に 

基づかなV、かぎり解をもつとはかぎらなI 、。

3 - 4 費用遁減産業における経済問題

M a r s h a l lの収穫通増の法則あるいは費用通減の法則は， 生産集合の非凸性を意味する。 これは,
非凸の生産集合に基づく生産者の理論の研究を促した（Arr0 w=Hahn (1971))。 費用通減の法則は生

産規模の拡大にともない平均費用が通減することを意味するが，平均費用が通減するような局面は

生産集合が凸である場合にも生じる。実際，ある産業の需要の規模と比較して固定費用の規模が相

対的に大きいならば，均衡においては平均費用は通減している。 したがって，完全競争市場におい

ては費用通減産業において生産活動する生産者は損失を被る。このような費用通減産業における経

済活動を分析するために考えられる理論のひとつが不完全競争市場の理論である。

費用論争は，完全競争市場の仮定と収穫通増の法則が矛盾するという認識に基づいて，収穫通増

の法則にしたがう産業を分析するために不完全競争市場の理論が構成されたことによって知られて

い る （Shackle (1967))。不完全競争市場の理論は，H arrod (1930, 1931) や R obinson (1932，1933)
によって構成されている。 また， S raffa  (1 9 2 6 )は， 収穫通増の法則に基づく独占的競争の理論に

関するアイデアを提示している。S r a f f aは，それぞれの生産者がのれんに起因して製品差別化され

た固有の市場をもち，利潤を最大化するように価格戦略を選択するような均衡を考えている。

H o te llin g  (1 9 2 9 )は，S raffa  (1926) の独占的競争の理論を空間的市場の理論として定式化してい
( 14)
る。ある線分に消費者が一様に分布するような市場を考える。それぞれの生産者はその市場におけ 

る位置によって特徴づけられる。消費者は，それぞれの生産者が設定した価格とそれぞれの生産者 

との距離に依存して決定される輸送費用を支払うことによりそれぞれの生産者の生産物を購入する。 

ここでは，消費者と生産者の相対的距離がのれんを形成している。生産者は，利潤を最大にするよ 

うに価格を決定する。H o t e l l i n g の空間的市場の理論の特徴は，かれ以前の寡占市場の理論が安定 

性を満足しなかったのに対し，かれの空間的市場の均衡は安定的であることにある。H o t e l l i n g の 

理論は2 次元の市場に拡張されて（Eaton and Lipsey (1975))，産業組織理論（Tirole (1988)，pp. 279 
- 2 8 7 )や都市経済学C宮尾（1985)，第 2 章）などの分野に応用されている。

しかし，不完全競争市場均衡は明らかにP a r e t o 最適ではない。費用通減産業に関する問題は， 

それを公共部門の価格形成の問題として理解することにより，最適資源配分の観点から分析されて 

いる。H o te llin g  (1 9 3 8 )は，D u p u it (1 8 4 4 )の指摘に基づいて，費用通減産業において生産してい 

る財の価格を限界費用に等しくなるように設定し，負の利潤を資源配分から独立な課税体系（一括

注 （1 3 ) —般均衡の存在証明に経済環境の凸性を必要としないLarge Economy (Hildenbrand (1974) )は 

ここでは考慮しない。

(14) H o te llin gの貢献はS r a ffaの貢献とは独立であり， H o te llin gによるS r a f f aの論文の引用は 

Keynes の指示による（Darnell (1990)，p_ 14)。

( 13)

—— 5 6 ——



固定税）によって補填するという限界費用価格形成原理を提唱し， 限界費用価格形成原理に基づく 

均衡はP a r e t o 最適であることを指摘した。B eato  (1 9 8 2 )は，生産集合が非凸であるような経済環 

境に基づいて，限界費用価格形成原理が成立するような均衡の存在を証明している。ただし，存在 

証明は間接供給関数すなわち任意の達成可能な生産に対して限界生産性に等しくなるように設定さ 

れる価格を指定する関数の凸性に基づいている。

B o iteu x  (1 9 5 6 )は， 平均費用が通減する公共部門の損失を補填するように公共料金を決定する 

問題を解いている。B o i t e u x の問題はR a m s e y の問題と本質的に同一であり，かれらの公共部門 

の価格形成原理はR am se y -B o ite u x  P r i c i n g として知られている。

費用通減産業の存在による資源配分の問題に対する解答として，いくつかの公共料金の理論が構 

成されている (Laffont (1988))。

3 - 5 部分均衡分析と費用便益分析

部分均衡理論はそれ自体無矛盾であるが，一般均衡理論の枠組みに基づいて部分均衡理論を解釈 

するときには， 分析の枠組みとして非常に特殊な経済環境を仮定しなければならない。 しかし， 

M a r s h a l lが部分均衡理論において構成している消費者余剰および生産者余剰の概念も， 特殊な経 

済環境に基づいているが，社会的厚生を測定する概念として有用であるために，一般均衡理論の枠 

組みにおいて再構成することが試みられた。

消費者余剰という概念は，W a l r a sの消費者理論の枠組みにおいて， 加法的であり，限界効用通 

減の法則を満足し，所得の限界効用が一定であるような特殊な効用関数に基づいて導出され，個人 

間の効用比較を可能にする。そのために，消費者余剰は，新厚生経済学の理論においては一般性を 

もたない概念として軽視されたが，個人間の効用比較を許す基数的効用関数が一般的でもっともら 

しい公理に基づいて構成されることが明らかにされてから，個人間の効用比較に関する偏見が解か 

れ，余剰分析の有用性が見直された。

部分均衡分析の枠組みにおいては，消費者余剰は需要曲線と価格線に狭まれる面積であり積分に 

よって導出される。このとき，任意の財の需要はその財の価格のみの関数であり，所得の限界効用 

は一定であるから容易に積分を計算することができる。ところが，一般均衡理論の枠組みにおいて 

は，任意の財の需要はすべての価格を並べた価格体系の関数であり，価格体系が変化すると所得も 

変化するから，所得効果をもたらす。そのために，それぞれの財の価格が変化する順序にしたがっ 

て積分される需要関数も変化するために，消費者余剰を正確に測定することはできない。 したがっ 

て，一般均衡分析の枠組みにおいては，消費者余剰は理論的にも経験的にも合理的な根拠をもたな 

かった。

W illig  (1 9 7 6 )は， 価格体系の変化に対する所得効果の影響を受けない補整需要関数の特徴に着 

目し，任意の財について変化する前の価格体系に対する補整需要関数から測定される消費者余剰と 

変化した後の価格体系に対する補整需要関数から測定される消費者余剰に基づいてその財の消費者



余剰を近似することができることを指摘した。これによって，消費者余剰は一般的な枠組において 

も近似的に測定することができることが明らかになった。

W il l ig の消費者余剰の概念は直接経済理論には応用されていないが， 経済理論における消費者 

余剰の概念の経験的意味づけを明確にすることにより， M a r s h a l lの余剰概念をより利用しやすい 

概念にした。部分均衡理論および余剰概念は費用便益分析という形で，公共経済学の重要な分析用 

具となっている。

部分均衡理論の特殊性はその経験的な有用性とは独立であることに注意すべきである。一般均衡 

理論に対して部分均衡理論は特殊な仮定に基づいている。 しかし，このことは部分均衡理論が一般 

均衡理論に経験的に劣ることを意味しない。ある部分均衡理論が一般均衡理論に基づいて解釈する 

ことができない，あるいは一般均衡理論に基づいて解釈すると非常に特殊な仮定を前提にする必要 

があるということは，その部分均衡理論が一般均衡理論と矛盾する，あるいは一般均衡理論の特殊 

ケースであることを意味している。 しかし，経験的には部分均衡理論の方が優れている可能性があ 

る場合が考えられる。

両立しない2 つの無矛盾な理論の経験科学としての優劣は，それらの理論がどのように実際の経

済問題を説明することができるか，あるいは予測することができるかによって判断される。これは

それらの理論の見かけ上の一般性とは無関係である。また，理論を構成する公理の数を比較すると，

一般的な理論は特殊な理論より公理の数が少ないから，理論から導出される定理したがって経験的

命題の数に関しても，一般的な理論は特殊な理論より経験的命題が少ない。したがって，一般的な
( 15)

理論は反証されにくいが，特殊な理論の方が経験的に多くの情報を含んでいるためより有用である。

3 - 6 費用論争

費用論争において， S raffa  (1 9 2 5 )の問題提起に始まり， 完全競争市場均衡と収穫法則の両立性 

という主題をめぐって難解な議論が展開された。 M a r s h a l lの経済ヴィジョンは， 部分均衡分析の 

特殊な経済環境に基づいて批判されているが，一般均衡分析の枠組みにおいては適切な解釈を施す 

ことにより正当化することができる。

S raffa  (1 9 2 5 )は， 部分均衡分析の枠組みにおいては， 完全競争市場の仮定と両立するのは収穫 

不変の法則だけであり，収穫通減の法則および収穫通増の法則は完全競争市場の仮定と矛盾する，

と主張している。もちろん，完全競争という仮定と収穫法則に関する仮定は独立であり，実際には 

S ra f faの議論においてはかれの部分均衡分析の枠組みに関する特殊な前提が重要な意味をもってい

注 （15) Arrow (1963)が社会的厚生関数の集計の問題について証明したように，特殊な仮定を前提しない 

でマクロ的な集計概念をミクロ的な概念から導出することはできない。経済理論の歴史においては， 

物価水準や集計概念としての資本に対する批判のように，しばしばミクロ的な観点からマクロ的概念 

が批判される。しかし，一般均衡分析と部分均衡分析の経験的意味の独立性と同じように，それらの 

批判は経験的には意味があるとは限らないことに注意すべきである。ミクロ的な概念からマクロ的な 

概念を集計するためには特殊な仮定を前提にするが，それらの経験的有用性はそれらの論理的な関係 

とは独立でである。



る。 したがって，S r a f f aの議論は，完全競争市場の仮定と収穫法則の両立性に関する議論というよ 

り，部分均衡分析の仮定の特殊性に関する議論である。 実際， S raffa  (1 9 2 6 )は一般均衡分析にお 

ける完全競争市場の仮定と収穫通減の法則の両立性を認めている。

ある生産者が収穫通増の法則にしたがう生産技術の制約のもとで利潤を最大にするという問題が 

解をもたないのは明らかである。 この問題を， M a r s h a l lは代表的企業を考えることによって， 

P ig o u は外部性を考えることによって解決しようとした。費用論争においては，かれらのアイデア 

はどちらも批判されたが，実際には一般均衡理論に基づいて正当化することができる。

代表的企業の概念は，完全競争市場における収穫通増の法則にしたがう産業の部分均衡分析が含 

む矛盾を解消するためにM a r s h a l lが工夫した概念である。代表的企業の概念については，費用論 

争において  R o b e r tso n  (1 9 3 0 )が M a r s h a l lを弁護しているが，R o b b in s  (1928) や S h o v e  (1930) 
による否定的議論が優勢である。N e g ish i ((1989)，第10章，第 3 節）は， M a r s h a l lの森の木の比喩 

に基づいて，生産技術の進歩に伴う資本設備のライフサイクル理論として代表的企業を定式化し， 

M a r s h a l lのアイデアを形式的に正当化している。

外部性を考慮することにより，収穫通増の法則にしたがう産業を完全競争市場の仮定に基づいて 

分析することを試みたのはPigOU (1927，1928，1 9 3 2 )であるが， 一般均衡理論においてはPigOU 
の主張が正しいことがO san a  (1 9 7 7 )や L affo n t ((1988)，p p .2 7 -2 8 )によって指摘されている。

3-7 M arshallの経済ヴィジヨンの展開と公共経済学

公共経済学の分野においては，M a r s h a l lの経済学はW a l r a sの一般均衡理論に基づいて再構成 

され，外部性と課税 • 補助金体系，費用通減産業における公共料金政策および最適間接税の理論を 

含む次善理論，費用便益分析などの主題を構成している。

ところが， M a r s h a l lの経済学がW a l r a sの一般均衡理論に基づいて再構成される過程におい 

て，一般均衡体系の無矛盾性を保証するための十分条件である経済環境の凸性を維持するために， 

M a r s h a l lのオリジナルの分析はさまざまな解釈によって置き換えられている。そのために，M ar
shall の経済ヴィジョンを反映して構成されたはずの公共経済学の理論には，M a rs h a llのオリジナ 

ルの概念を見いだすことはできない。 したがって，公共経済学の理論を記述する公理系およびその 

公理系から証明される定理の著作権を直接的な貢献としてM a rs h a l lに帰属させることはできない<> 
このように， M a r s h a l lの建設的な貢献を具体的に指摘することはできないため， 公共経済学にお 

け る M a r s h a l lの貢献は， 抽象的な表現によって特徴づけざるを得ない。 あえて M a r s h a l lの貢 

献を特徴づけるならば，それは，古典的経済環境およびそれに基づく厚生経済学の基本定理に対す 

る例外的事例を指摘することにより， 経済環境に対する認識を広げ， 完全競争市場メカニズムが 

P a r e t o 最適を必ずしも達成しないこと， したがってP a r e t o 最適を達成するためには何らかの経 

済政策が必要であることを示唆した， と表現することができる。



4 結びにかえて

20世紀中盤以降，経済理論の研究はW a l r a sの理論体系を中心とする分析用具の整備に向けられ 

た。実際，1950年代から1960年代にかけて，W a l m s の一般均衡理論の体系における一般均衡の存 

在 • 安定性•一意性の証明など一般均衡理論を分析用具として活用するために必要な理論の無矛盾 

性を保証するための研究が進められた。これらの基礎的研究は経験的命題を直接提供しないが，こ 

れらの研究が第二次世界大戦後の高度経済成長によってさまざまな側面から支えられていたことは 

言うまでもない。

経済学の主題の1 つは，所与の経済環境における最適な経済状態をどのようにして達成するかと 

いうことにある。それに対応して，経済学は，社会的選択の理論に代表されるような，所与の経済 

環境に対して最適な経済状態はどのような経済状態であるか，また最適な経済状態はどのように決 

定されるかを明らかにする規範的理論； 完全競争市場メカニズムを中心とする， 実際の経済はど 

のようなメ力ニズムにしたがって運営されているかを明らかにする実証的理論； 実際の経済メ力 

ニズムは最適な経済状態を達成しているか否か，最適な経済状態を達成するためにはどのような経 

済メ力ニズムが必要であるか，あるいは最適な経済状態を達成するためには実際の経済メ力ニズム 

にどのような経済政策を施せばよいかを明らかにする経済政策の理論，から構成されていると考え 

られる。

W a lra s  (1874-1877)や P a re to  (1 9 0 9 )の経済理論の研究対象である古典的経済環境においては厚 

生経済学の基本定理が成立するから，古典的経済環境においては経済政策は必要ない。ところが， 

1970年前後から，経済成長を背景とする環境問題や社会問題の表面化に基づいて，実際には経済環 

境に関する新しい具体的認識が必要であることが示唆された。こうして，それまでの経済理論が経 

済学方法論に基づく批判に曝される一方で，完全競争市場メ力ニズムの失敗をもたらすような経済 

環境がクローズ • アップされるようになり， 公共経済学や都市経済学などの応用分野が確立され 

たo M a r s h a l lの経済学は， 新しい経済環境に基づく分析を示唆し，こうした応用経済理論の展開 

に貢献している。

M a r s h a l lの経済学の貢献の1 つは，外部性や費用通減産業に代表される厚生経済学の基本定理 

が成立しないような経済環境の存在を指摘し， それに対する経済政策を示唆したことにある。 

M a r s h a l lの経済学自体はそれらの問題に対する適切な解答を提供していないが，それまでに整備 

された分析用具に基づいて有効な解答が得られた。

M a r s h a l lの経済学の貢献のもう1 つの側面は，それまでの一般的.抽象的な理論に基づいて具 

体的な経済問題を示唆したことにある。W a l r a s や P a r e t o の経済理論は，分析の枠組みが一般的 . 
抽象的で理論の見通しはよいが，実際の経済および経済現象を特徴づけるためには記述が粗すぎる 

うらみがある。実際，かれらの理論は具体的な経済問題に対して適切な命題を提供するには不十分



である。M a rsh a llの経済学の貢献は具体的な経済問題をより綿密に特徴づけたことにある。

1970年代以降の経済理論の主題は， M a rsh a llの指摘やさまざまなケース • スタディによって提 

起された経済問題を解決するための経済政策の模索にある。 しかし，最近の経済理論の研究には無 

矛盾な公理系を構成しその公理系から定理を証明するというような厳密な分析が要求されるため， 

経済理論の観点からM a rsh a llのような貢献を行うのは困難であろう。したがって，過去において 

M n r sh a llの経済学が果たしたような役割は， Network Externalities (Katz and Shapiro (1985)) 
の理論がコンピュ一タ一業界のケース • スタディに基づいて定式化されたように，より実践的なケ 

ー ス • スタディに期待されるであろう。
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